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ま　　え　　が　　き

株式会社　三妬コンサルタンツは、社団法人海外農業開発コンサルタンツ協会

（ADCA）の補助金を得て、平成15年4月23日から5月3日までの11日間に渡って、

フィリピン共和国（RepublicofPhilippines）における農業農村開発のプロジェクト・フ
ァインディングを行った。

フィリピン共和国における近年の森林破壊の拡大は深刻なものとなっている。森林

の荒廃は洪水、河川流動の変化、土砂の流出による土地生産性の低下、潅漑水路の効

率低下、下流域における洪水の発生等自然環境、社会環境に多大な影響を与えている。

比国で潅漑施設の管理を担っている国家潅漑庁（NIA）は、施設機能の低下、潅漑

面積の減少、水利費徴収率の低下、施設管理の粗放化、結果として再び施設機能の低

下という悪循環に直面しており比国農政上の大きな問題となっており、この主要原因
として上述のような水源流域の荒廃が挙げられる。

現在、国家潅漑庁においては、水漁と潅漑施設を含めた一体的な流域状況の調査を

全国規模で実施して包括的な対策を検討したいとしているが、技術的、経済的制約が

あって実現に至っていない。国家潅漑庁は、比国と同様の急流河川を擁する地形構造

の中で類似した水利システムを保有し、良好な潅漑施設管理を実現しているわが国に

対して、その経験と技術力を活用した調査と対策の検討を要請しているものである。

比国においては、近年の農村部の人口増加に伴い、既存の農地での生産力不足を補

うため森林の伐採と土地の回復力を超える過剰な耕作が森林破壊を加速している。こ

の対策としては、平地での農業生産性を向上させ、農業活動の山腹斜面への拡大を防

ぐことが究極的な対策である。このため、潅漑施設の改修のみならず流域全体の森林

破壊拡大を防止し、潅漑農業の活性化と併せて環境保全にも貢献する方策を検討する
ものである。

フィリピン政府関係機関は本調査が日本政府の協力案件として採択されることに、

大きな期待を抱いている。本報告書が日本とフィリピン共和国の技術、経済協力の一
助となれば幸いである。

平成15年5月

株式会社三縮コンサルタンツ
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1．背景及び経緯

1－1フィリピンの概要

1十1位置、地勢、人口等

フィリピン国（以下「比国」）は北緯40　23’から北緯21G　25’、東経116〇　00’から126〇

30’の島喚群で、7，109の島々から構成される。国土面積は約30万km2（日本の約0．8倍）

であり、ルソン島、ミンダナオ島、サマール等11の大きな島の面積が全体の96％を占め

ている。人口は約7，650万人であり、異なる民族的、言語的、地理的背景を持つフィリピ

ン人は、多様で複雑な複合社会を形成している。気候は、フィリピン諸島は全域が低緯度

に位置しているため、年中高温多湿の気候である。降水量は冬のモンスーン（北東季節風）

と夏の南西季節風によって季節変化が支配されており、大きく4つの気候区分に分けられ

る。フィリピン諸島の中部、北部は世界でも台風の襲来を最も多く受ける地域となってお

り、年平均で30回にも及ぶ。特にルソン島は台風の襲来が集中しており、それに伴う風水

害も大きい。比国の気候は潅漑用水さえ得られば水稲の二期、三期作を可能とするが、常

に風水害のリスクをはらんでいる。島国であるために大河川は存在しないが、北部ルソン

のカガヤン川、中部ルソンのアグノ川、ミンダナオ島のアグサン川は大規模な水資源とし

ての役割を果たしている。特に、中部ルソンは比較的豊な土壌に恵まれて最大の穀倉地帯

となっている。

1－1－2　比国における農業の位置付け

比国の経済および社会にとって農業は依然として重要な地位を占める産業である。．特に

農村地域において農業部門が担っている役割は非常に大きく、雇用の多くを吸収し、食糧

の供給によって民生の安定に大きく貢献している。．しかしながらその食糧生産力は十分と

はいえず、依然として高い人口増加率も相まって、1990年から1999年までの10年間で主

食である米を輸入しなかった年はわずか3カ年のみ（1991，1992，1994）という状況である二．

国家財政は長く赤字が継続しており、潤沢とはいえない外貨を支払って米の輸入をせざ

るを得ず、農業開発を通じた食糧の安定生産は国家の最重要課題の一つとなっている「．水

稲の生産基盤整備、すなわち潅漑施設整備済み農地面積の増加は近年停滞気味であり、依

然として全港漑可能農地面積の半分以下である亡．

1十3　比国農業をとりまく環境

1994年から1998年までのラモス政権下では、マクロ経済の安定化を維持しつつ、財政

の健全化、規制緩和、民営化、貿易・投資の自由化及び外貨導入等の経済政策により実質



GDP成長率は5％程度を維持したが、1997年のアジア通貨危機に始まり1998年にはペソ

の下落、さらにはエルニーニョの影響による農業生産の低迷によりマイナス成長（・0．6％）

を記録した。その後、エストラーダ前大統領の弾劾という政治的混迷があったものの、ア

ロヨ新政権の発足を受けて2000年には実質経済成長4．0％を達成した。

比国ではマルコス政権時代より懸案であった農地改革が徐々にではあるが進行した結果、

1991年において3ha未満の農家群は戸数の79％（1960年時点で62％）、経営面積の37％

（同25％）を占めるのに対して、10ha以上の農家群は戸数の2％（同6％）、経営面積の23％

（同33％）となり、戸当り経営面積は一応平均化される傾向にある。

国民の主食である米（水稲ベース）の生産量はエルニーニョによる早魅被害を蒙った1998

年には大きく落ち込んだ以外は1996年以降1，100万トンを超える水準を維持してきている。

しかしながら、高率の人口増加により国内の食料需要は逼迫し、近年食料輸入が増加傾向

にある。

比国における現行の農業政策は下記の3つに集約される。

①　中期開発計画：1999～2004年に向けての計画であり、農業分野だけでなく、他の経済

セクターをカバーした総合計画であるが、比国の経済事情を反映して農村及び農業開発

に比重が置かれた。特に農村における雇用機会の拡大と食料安全保障を中心とした貧困

解決を中心てきな課題としている。

②　マカサカ（MAKASAKA）：本来の中期農業開発計画ができるまでのつなぎとしての性

格を持つものの、作物毎に計画が定められておりもっとも目に見える政策である。．基幹

作物を対象としていることもあり現時点での中心的な政策と位置付けられている。

③農漁業近代化法（AFMA法）：1997年制定、1998年より施行された本法律は、現在比

国農業政策の中核を担うもので、重点農漁業開発区（SAFDZs）の指定と方策の集中、

農漁業開発計画（AFMP）の策定並びに予算配分、研究開発、普及及び情報化の推進等

ほぼ全ての分野をカバーするものである。しかしながら、2000年時点でSAFDZsは指

定されたものの、AFMPは策定されておらず予算措置も当初予定を大幅に遅れている。

同法において潅漑農業の効率化のため、以下の三点が挙げられている。

◆　農民・受益組織への濯漑システム管理の移管

◆　潅漑開発への民間部門の参加促進

◆　地方自治体へのCIS所管業務の委譲
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1・2　事業の背景及び経緯

1・2・1比国における森林破壊

比国における森林面積減少への対策は最重要課題のひとつとされている。近年の森林面

積の減少は急激なものとなっており1976年に比国における森林面積が約1，170万haであ

ったのに対して、1997年には約540万haとなっており、ここ20年で比国の森林面積が

50％減少している。

森林破壊の歴史はアメリカ統治期にまでさかのぼる。当時から森林は全般的に公有林と

され地元民の所有と利用は排除されてきたが、その反面、特定の伐採業者が広大な面積の

伐採権を所持していた。この結果、ミンダナオやルソン島東岸をはじめとする天然林は輸

出向け木材の供給地となり、伐採される一方で植林が行われることはなかった。その後、

輸出向けの丸太を生産できる経済林が軽減したことを契機に1976年以降丸太輸出は禁止さ

れ、1996年には製材輸出が全面的に禁止されたものの、地方有力者などによる不法伐採は

その後も跡を絶たなかった。

他方、農地所有の偏在と人口増大を背景に、低地で住みあぐねた貧困農民が禁を犯して

公有林地に入り込み不法な開墾を進めると共に、伐採後の二次林に不法に移り住み焼畑農

業を行うなど、森林への環境悪化圧力は高まる一方であった。実際、過去十年間に8百万

人余りの農民が移住したことで約6百万haの森林が破壊され、それが裸地のままとなって

いる。．その他にも、森林規正法の適用不備、前近代的な構造を持つ木材産業による過大な

森林資源需要も乱伐による森林破壊を促しているり

これらの森林の荒廃が自然環境、社会環境へもたらす影響は大きく、流域の保水力低下

に起因する洪水の多発や土壌流亡により各地において深刻な被害を生じており、比国農業

生産に対する影響は甚大なものとなっている。森林の保水力の低下に伴い、森林の水資源

酒蓑としての役割が失われ、河川の低水量時流量の減少による渇水被害の頻発、また河川

の高水量（洪水量）の増加による河川内構造物の損壊を招いている。．また、放てきされた

裸地からの土砂流亡により、森林土壌から侵食された土砂が河川に流入することによって、

河川堆砂量が増大し、水利施設への堆砂被害・機能障害、濯漑水路の効率低下につながっ

ているこ．山間部では肥沃な土壌が流出する事で農産物の収量が減少する結果を招いているっ

これらのように森林破壊は水源流域の荒廃をもたらし、結果、農業生産についても多大な

影響をもたらしている。

1－2－2　国家潅漑施設が直面している問題

比国における潅漑施設のうち国営濯漑システム（以下「NIS」）は国家潅漑庁（NIA）に

よって1964年より建設が開始され、現在では全国に計195地区存在している。その総潅漑
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面積は約679，000haで比国全体の潅漑可能面積のうち21．7％を占めており、比国における

食料生産のための基幹施設として重要な機能を果たしている。

しかしながらこれらの195個所のNISは初期に建設されたものを主として当初の計画潅

漑面積を達成していないものが多く、NIAはハード部門では施設の改修、ソフト部門では

水利組合への椎持管理の移管による潅漑効率化の両面からこれら機能低下した潅漑システ

ムによる潅漑面積を確保しようと努力している。NIA長期計画（コーポレートプラン）に

おいても、2001年からの10年間で改修対象となるMSは総面積で209，587ha、現況の潅

漑面積の約30％を占めており、MAはその改修の必要性を十分認識しているが、財政難を

主たる理由として、改修事業は計画とくらべその進捗率は低い。

これらの施設が改修を必要とするようになった理由には、施設の老朽化、不適切な維持

管理と並んで、上述で述べた森林破壊、すなわちMSの位置する地域での水源流域の荒廃

による洪水被害、堆砂による機能低下が挙げられる。

森林伐採による土壌流亡、それに伴う河川への土砂流入／堆積は、潅漑施設に大きな影

響（機能低下、潅漑面積の減少）を及ぼす。これらの対策としてMAは各港漑施設におい

て対策（沈砂池の建設や堆砂除去機材／人員／予算確保）を強いられており、限られたMA

予算を逼迫する一因となっている。また、森林の減少による洪水被害の拡大は施設（頭首

工および水路）への直接的被害と共に、農地への被害により作付面積の減少が農家経済を

疲弊させ、それによる潅漑水利費の徴収率の低下によってもMA予算を悪化させている。

上記の自然条件の変化によるMS施設の機能低下に対する抜本的な対策を立案するには、

流域環境の悪化に伴う洪水による被害の可能性や堆砂による施設機能低下といった、流域

保全／管理を含む個々のMS施設の現状把握と優先順位を考慮した、各MSの具体策の立案

が必須である。

1－㌢3　調査の必要性

MAはNISの改修による潅漑面積の確保を重要政策のひとつとしているが、改修におい

ては各システム、各州事務所からの改修要請ごとに個別に検討し、本省、地域事務所また

は州事務所における予算の有無によりその改修対象（優先順位）を決定して実施している

のが現状であるが、自然状況の変化（洪水による被害可能性や堆砂による機能低下）とい

った近い将来の安全性を考慮した優先順位による予算配分を行なうには各システムの位置

する自然条件のうち渇水流量、土砂含有量および水利施設への影響といった状況等の把握

が必要不可欠であり、現在のNIAの予算・人的資源においてこのような包括的な調査を行

なうのは不可能と考えられるこ．

現在のように、将来の安全性よりも現況の被害／老朽化状況のみの判断材料で、外的要
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員を考慮せずに施設改修を進めることは、短期的な効果はあっても将来のさらなる施設の

機能低下に対する方策としては不十分であり、将来の更なる潅漑効率の低下、維持管理費

用の増大、改修費用の増加を生じさせることが予想される。

本調査によって、NIAが今後MSの改修事業を独自予算または外国援助資金によって実

施していく際これらの自然条件の変化と今後の予測を踏まえた上で最も効果的な改修計画

を立案することが、限られた予算の有効利用、潅漑面積を確保するための効果的な改修事

業には必要不可欠である。

これまで比国の森林伐採が進行した背景には、商業目的の森林伐採と並んで貧困農民に

よる不法入植、焼畑農業がある。彼ら住民は長い歴史の中、地域固有の土地条件・自然条

件に応じて、森林や野草地を利用しながら生活の糧を得てきた。日々の調理に必要な燃料

としての薪を得るため、農地・牧草地を確保のため、あるいは移住地の確保のため、その

場その時の必要性に応じて木を伐り、森を拓いてきた。生活の糧を得る手段とはいえ、長

い年月にわたって日常的に行ってきた薪炭材搾取や焼畑農業が結果的に森林面積を減少さ

せ、自身の生活の拠り所である自然環境を失いつつあり、そしてこの結果、住民はなお貧

困を脱することができない。つまりは、貧困が環境の変化の悪化を、環境がまた貧困を生

じるという負の連鎖を生じている。

これらの対策として、本マスタープラン調査により潅漑施設の効果的な改修事業が可能

になる事から、平地での農業生産性を向上させ、彼ら山間部に入植し焼畑農業を展開して

きた人々の平地・準平地（中山間地帯）への定着を促進することが地域住民の生計向上、

しいては森林破壊拡大を防止する究極的な対策となり得るものである。

2．調査計画の内容

2－1調査内容

（1）MS安全性調査の実施

上述のように、MS施設の安全性については、1）施設の老朽化、2）自然条件の変化による

機能低下（洪水被害、堆砂）という2つの観点から検討されるべきものである。本調査に

おいては、既存の資料や関係省庁からの自然条件についての資料から、全国195個所のNIS

を調査するにあたっての調査項目の検討および決定を行なう．⊃　調査項目の決定にあたって

は、将来の施設改修の計画策定の指針となるよう、施設の安全性を段階別に判定できる（す

なわち、緊急リハビリ、短／中期リハビリ、長期リハビリ計画に分類することが可能とな

る）ような資料を提供することが可能となることを目標とするこ．また、個々の施設のリハ

ビリ事業として、設計／施工当時の機能を回復させるものと、その後の自然条件の変化を

考慮した現在／将来の状況に対応できるように機能を強化する必要があるもの、の2種類
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の事業計画を念頭においた調査とする。

（2）安全性調査の実施

安全性調査は、決定された調査項目に基づいて、まず全国195個所のMS全部において

一斉に実施する。実施においては地方レベル（MA州事務所）が行なうものとするが、限

られた時間内に実施することが困難とされるような場合には再委託業務による調査員雇用

も検討する。施設の老朽化の調査に加え、自然条件調査については州レベルにおいてDPWH

の地域事務所、DENRの地方事務所との協調も必要となる。

上記の全国調査の終了、結果取りまとめおよび分析の後、特に環境の変化が今後MSの

施設の安全性を脅かすことが想定されるNISを優先順位の高い順から10個所程度選定し、

調査団による詳細な第2次調査を実施し、調査結果の精度を向上させると同時に、NIA地

域事務所、州事務所職員への技術移転を行い、MA職員が以降独自で詳細安全性調査を行

なうことが可能となるようにする。

（3）マスタープランの作成

上記の安全性調査の結果をもとに、比国全土のMS195個所について、施設老朽化、自

然条件変化による今後の改修必要性（緊急度）を詳細に示したデータベースを作成する。

このデータベースはMA本省においては今後のMS改修の指針（マスタープラン）として

位置づけられると同時に、MA州事務所および各MS管理事務所においてそれぞれのMS

事業のモニタリングにより調査後も継続してアップデートされるようなシステムを構築す

る必要がある。

2－2　調査項目

＜フェーズⅠ＞

1）既存資料の収集、分析

NIAにおける既存のMSデータ（現況、MS機能調査の結果）

公共事業道路省（DPWH）洪水対策局の既存洪水関連データ

環境天然資源省（DENR）の森林保護プログラム関連データ

国家地図資源情報庁（NAMRIA）の地形図デジタJL／データ、衛星写真、等

2）上記資料をもとにした全国NIS安全性調査（仮称）の調査項目の決定

3）上記安全性調査の第1次実施（NIA州事務所、再委託調査）

4）上記結果の分析および重点調査NISの選定、決定
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＜フェーズIl＞

1）重点MSにおける詳細な自然条件調査（第2次安全性調査）の実施

2）上記調査の結果分析

3）GISデータの作成（2001年JICA「国家潅漑庁機能強化計画調査」にて構築したGISシ

ステムの機能を強化する目的も合わせ有する。）

＜フェーズⅠⅠⅠ＞

1）マスタープラン作成

2）MS安全性セミナー（仮称）の実施（全国レベル、地域レベル）

3．総括

上述のように、MAが今後NISの改修事業を実施していくにおいて、これらの自然条件

の変化と今後の予測を踏まえた上で改修計画を立案することが、限られた予算の有効利用、

潅漑面積を確保するための効果的な改修事業には必要不可欠である。本調査により作成さ

れる改修マスタープランはこのような改修事業の指針となるものであり、今後のMAの効

果的、効率的MS改修による比国の農業生産性向上に大きく寄与するものである。また、

本マスタープランにもとづいた全国195のNISの改修を行う事で、平地における農業の生

産性を高め、結果として自給用食糧生産の場として山間部に入植し焼畑農業を展開してき

た不法入植者の平地、準平地への定着を促進することで、森林破壊拡大を防止し、水源流

域の環境保全を促進するものである。将来の比国における森林環境保全に大きく寄与する

ことからも、本調査の早急なる実施が期待される。



添　付　資　料



添付資料 - 1 粛査 団員及 び調査 日程

1
. 調査 団貞

下地 富治

大石 貴行

(株) 三祐 コ ンサル タ ン ツ 海外事業本部副本部長

(株) 三祐 コ ンサル タ ン ツ 海外事業本部技術部

2
. 調査日程 : 2 0 0 3 年 4 月 2 3 日 ～ 5 月 3 日

日程 月日 曜日 内容 滞在

1 4/ 2 3 水 移動 ( 名古屋 → マ ニ ラ : 下地 ､ 東京→ マ ニ ラ : 大石) マ ニ フ

N IA 本部表敬訪問

2 4/ 2 4 木 N IA 本部 にて打ち合わせ マ ニ ラ

D E N R (環境天然資源省) にて打 ち合わせ

3 4/2 5 金 JI C A フ ィ リ ピン事務所表敬訪問 マ ニ ラ

4 4/ 2 6 土 資料整理等 マ ニ フ

5 4/ 2 7 日 イ ロ コ ス ノ ルテ 現地調査 イ ロ コ ス

6 4/2 8 月 イ ロ コ ス ノ ルテ現地調査 イ ロ コ ス

7 4/ 2 9 火 現地調査 ､ 移動 ( イ ロ コ ス ノ ルテ ー マ ニ ラ) マ ニ ラ

8 4/ 3 0 水 収集資料 の整理
･ レポ ー ト作成

9 5/ 1 木 収集資料 の整理 ･ レ ポ ー ト作成 マ ニ フ

1 0 5/2 金 日本大使館表敬訪問及び調査結果報告 マ ニ ラ

N I A 本部 にて調査報告

1 1 5/3 土 帰国 ( 下地 : マ ニ ラ → 名古屋 ､ 大石 : マ ニ ラ ー 東京)

添付資料 - 2 収集資料リス ト

番号 資料名 購入/ コ ピ
ー

1 St a t u s of I r rig a ti o n D e v el o p m e n t a s of D e c e m b e r 3 1 , 1 9 9 9 ( N IA ) コ ピ
ー

2 R e p o rt o n D a m a g e s 竹p b o o n
` '

F e ri a
”

(J u ly 3
-

5 , 2 0 0 1) (I N IS) コ ピ ー

3 フ ィ リ ピン の 森林 問題 ( D E N R ､ 田中 JIC A 専門家報告書) コ ピ ー

4 Fi v e
･

瀧 a r Ⅵもt e r s h e d M a n a g e m e n t P r o g r a 皿 長汀 N I A s I r d g a ti o n コ ピ
ー

S y st e m , E m p b a si s o n F i r st
-

瀧 a r P ri o rit y T a rg e t s ( N I A)

5 P oliti c al M a p of t b e P bilip p l n e S l/5 , 7 0 0 , 0 0 0 購入

6 R o a d M a p o r t b e I
,
bilip p i n e s 購入



添付資料－3　関係官庁面接者

(1)Manila

National Irrigation Administration (NIA)
Mr.Antnio A. Galves

Mr.Isidro B. Degal

Mr.Edilberto B. Punzal
K ir FHIihprtn R PavQ\ir;i1

Assistant -Administrator for Project Development
Improvement
Assistant-Administrator for System Operation
and Equipment Management
ManagerProject Development Department
IManatTpr 'xMTi

‾　‾‾‾‾‾‾　‾　‾‾▼　‾‾　‾　‾　▼　‾　‾‾ノ　■▼’　▼‾‾　　　　　　　　　　　　　　　▼　‾▼‾‾，■▼⊂7▼‾　‾　‾　‾【‾

小澤輿宏氏　　　　　　　　JICA専門家

Department of Environment and Natural Resovは℃es (DENE)

田中昌之氏　　　　　　　JICA専門家

･国際協力事業団フィリピン事務所

吉田勝美氏　　　　　　　　次長

･日本大使館

石井克欣氏　　　　　　　　一等書記官

(2) Ilocos Norte

Irocos Norte Irrigation Service (NIA-INIS)
Mr.Alfredo F. Lorenzo Irrigation Superintendent
Mr. RomeoC. Gariza Engineer
Mr.Arsenio C. Fernando Engineer
Mr.Edmund C. Miguel Jr Engineer
Mr. Mariano V. Cacho Jr Engineer



虜 彪 写 真 展



Madongan NIS (Irocos Norte) の概観。流域の荒廃が見受けられる。

山は樹木が伐採され、はげ山化している。

同じく流域内のはげ山



PaPa N1S (Irocos Norte) の概観

洪水によって崩壊したエプロン
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N u e v a E R A N IS (I r o c o s N o rt e ) ､ 土砂が堆肯し ､ 堰が埋設して しま
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